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第１ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に係る基本的な考え方 

１．これまでの経緯 

○ 障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）の施行から14年が経過し、障害

福祉サービス等の利用者は約120万人、国の予算額は約1.6兆円とそれぞれ約

３倍に増加するなど、障害児者への支援は年々拡充している。 

また、昨年５月には、令和３年度から令和５年度までの第６期障害福祉計画

及び第２期障害児福祉計画を作成するための基本方針が示されている。 

 

○ 今般の報酬改定では、障害者の重度化・高齢化、医療的ケア児や精神障害者

の増加などに伴う障害児者のニーズへの対応、サービス利用の中核となる相談

支援に係る質の向上等のための報酬改定を行う必要がある。 

 

○ さらに、利用者数やサービスを提供する事業所数が急増しているサービスが

ある状況において、サービスの質の向上や制度の持続可能性の確保等の観点を

踏まえ、エビデンスに基づくメリハリのある報酬体系への転換が求められる。 

 

○ 一方、昨年からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、障害

福祉サービス等が利用者やその家族の生活を継続する上で欠かせないものであ

り、感染症等が発生した場合でも、利用者に対して必要なサービスが安定的・

継続的に提供されることが重要であることが再認識された。 

 

○ 今般の新型コロナウイルス感染症への対応に際しては、各事業所において、

大変な苦労を払い、感染症対策を講じながら必要なサービス提供の確保に取り

組まれており、今後も感染症への対応力を強化し、感染対策を徹底しながら、

必要なサービスを継続的に提供していく体制を確保することが必要である。 

 

○ このような状況の中、昨年末の令和３年度予算の編成過程において、令和３

年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率は全体で＋0.56％とし、感染症等へ

の対応力を強化するとともに、サービスごとの報酬の設定においては、サービ

スの質の向上や制度の持続可能性の確保等の観点から、サービスごとの収支状

況を踏まえつつ、メリハリのある対応を行うこととされた。 

 

○ 障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいては、昨年２月から18回に

わたって議論を行い、この間46の関係団体からヒアリングを実施した上で、

個々のサービスの現状と論点を整理しながら検討を積み重ねてきた。 

この「令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の概要」は、上記の経緯等も

踏まえつつ、これまでの検討内容を整理し、取りまとめたものである。 
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２．令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な考え方とその対応 

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定は、以下の基本的な考え方に基づき、

各サービスの報酬・基準についての見直しを行う。 

 

（１）障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、質の高い相

談支援を提供するための報酬体系の見直し等 

○ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援のために、

地域における生活の場である共同生活援助について、重度化・高齢化に対応

するための報酬等の見直しを行うとともに、生活介護等における重度障害者

への支援の評価を行う。 

○ 障害者が地域で安心して一人暮らしを継続できるよう、自立生活援助の整

備促進のための見直しを行うとともに、障害者の重度化・高齢化や親亡き後

を見据え、地域生活を支えるために整備を進めている地域生活支援拠点等の

機能の充実を図る。 

○ 相談支援を担う人材の養成と地域の体制整備による質の高い相談支援を

提供するための報酬体系の見直しを行う。 

 

（２）効果的な就労支援や障害児者のニーズを踏まえたきめ細かな対応 

○ 障害者の希望や能力、適性に応じた効果的な就労支援に向けて、就労系サ

ービスについて、前回改定で導入した実績に応じた報酬体系の更なる見直し

を行うとともに、支援効果を高める取組の評価や多様な就労支援ニーズへの

対応等行う。 

○ 在宅生活の継続や家族のレスパイト等のニーズに応じるため、短期入所に

おいて、医療的ケアを要する者などの受入体制の強化を図るとともに、日中

活動支援の充実を図る。 

○ 施設入所支援、訪問系サービスにおける利用者のニーズへのきめ細かな対

応を評価する。 

 

（３）医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進 

  ○ 医療技術の進歩等を背景として、人工呼吸器等の使用、たんの吸引などの

医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）の支援について、前回改定で導

入した医療的ケア児に係る判定基準を見直すとともに、児童発達支援及び放

課後等デイサービスの基本報酬区分に医療的ケア児の区分を設定すること

等を通じて、医療的ケア児が地域において必要な支援を受けやすくなるよう

サービス提供体制を強化する。 

○ 放課後等デイサービスの基本報酬について、区分１・区分２の体系を廃止

する。 

○ 児童発達支援及び放課後等デイサービスについて、ケアニーズの高い障害

- 20-



 

6 

 

児の支援や専門職による支援などを評価する報酬体系に見直すとともに、支

援の質を向上させるための従業者要件の見直しを行う。 

○ 障害児入所施設について、「障害児入所施設の在り方に関する検討会」によ

る提言などを踏まえ、人員基準の見直し、小規模グループケアやソーシャル

ワーカーの配置等を推進する。 

 

（４）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進 

○ 精神障害者等が地域社会の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の

助け合い、教育が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケア

システム」の構築を推進する観点から、 障害福祉サービス等報酬において、

地域包括ケアシステムの構築に資する取組を評価する。 

 

（５）感染症や災害への対応力の強化等 

○ 障害福祉サービスは障害のある方々やその家族の生活に必要不可欠なも

のであり、感染症や災害が発生した場合であっても、感染対策等を講じなが

ら、利用者に対して必要なサービスが継続的に提供されるよう、これらの発

生に備えた日頃からの備えや業務継続に向けた取組を推進する観点から、運

営基準について必要な見直しを行う。 

○ 今般の新型コロナウイルス感染症への対応に係る障害福祉サービス等の

臨時的な取扱いについて、感染症や災害の発生時も含めた支援の継続を見据

えて、就労系サービスにおける在宅でのサービス利用や報酬上の加算の算定

に必要な定期的な会議の開催等に係るＩＣＴ等の活用等について、平時にお

いても可能な取扱いとする。 

 

（６）障害福祉サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス提供を行うための

報酬等の見直し 

○ 障害福祉サービス等において利用者数・事業所数が大幅に増加しているサ

ービスも見られるなど、その状況が変化する中で、制度の持続可能性を確保

しつつ適切なサービス提供ができるよう、サービス提供を行う施設・事業所

の実態等を踏まえた上で、報酬・基準等の見直しを行う。 

○ 障害福祉サービス等の現場の人材確保・ＩＣＴの活用による業務効率化を

図るための報酬・基準等の見直しを行う。 
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第２ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの内容 

 

１．障害福祉サービス等における横断的な改定事項 

（１）地域生活支援拠点等の整備促進・機能の充実 

障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、地域生活を支えるために整備

を進めている地域生活支援拠点等について、整備の促進や機能の充実を図る。 

 

① 緊急時における対応機能の強化【居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護  

重度障害者等包括支援、自立生活援助、地域定着支援】 

・ 市町村が地域生活支援拠点等として位置付けた居宅介護事業所等につい

て、地域生活支援拠点等として緊急対応の役割を担うことを評価する加算

を創設する。（緊急時の対応を行った場合に加算） 

≪地域生活支援拠点等に係る加算【新設】≫ 

 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援 

  ＋50単位／回※地域生活支援拠点等の場合 

自立生活援助、地域定着支援      ＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合 

※ 緊急時対応加算、緊急時支援加算（Ⅰ）又は緊急時支援費（Ⅰ）を算定し

た場合に更に＋50単位を上乗せする。 

 

② 緊急時のための受入機能の強化【短期入所、重度障害者等包括支援】 

・ 市町村が地域生活支援拠点等として位置付けた短期入所事業所について、

地域生活支援拠点等として緊急時の受入対応等の役割を担うことを評価す

る加算を創設する。（緊急時の受け入れに限らず加算） 

≪地域生活支援拠点等に係る加算【新設】≫          100単位／日 

※ 指定短期入所等を行った場合に、利用を開始した日に加算する。 

※ 重度障害者等包括支援で実施する短期入所を含む。 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進 

精神障害者等が地域社会の一員として安心して自分らしい暮らしをすること

ができるよう、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推進す

るため、その構築に資する取組を評価する。 

 

① 夜間の緊急対応・電話相談の評価【自立生活援助】 

・ 業務を適切に評価する観点から、特に業務負担が大きい深夜帯における

緊急対応や電話相談を評価する加算を創設する。 

≪緊急時支援加算【新設】≫ 
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イ 緊急時支援加算（Ⅰ）     711単位／日 

＋ 50単位／日※地域生活支援拠点等の場合（再掲） 

※ 緊急時において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、深夜（午後

10時から午前６時）に速やかに利用者の居宅等への訪問や一時的な滞在に

よる支援を行った場合に加算する。  

ロ 緊急時支援加算（Ⅱ）     94単位／日 

※ 緊急時において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、深夜（午後

10時から午前６時）に電話による相談援助を行った場合に加算する。ただ

し、緊急時支援加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

 

② 地域生活支援拠点等の整備促進・機能の充実（再掲） 

 

③ 地域移行実績の更なる評価【地域移行支援】 

・ 平成30年度報酬改定では、前年度に１人以上の地域移行があった事業所

に対する報酬（地域移行支援サービス費（Ⅰ））を新たに設定したが、地域

移行支援の取組を更に推進し地域移行に向けたインセンティブを高めるた

め、前年度に３人以上の地域移行実績を有する事業所を更に評価する。 

≪地域移行支援サービス費の見直し≫ 

［現  行］ 

  イ 地域移行支援サービス費（Ⅰ）  3,059単位／月 

  ロ 地域移行支援サービス費（Ⅱ）  2,347単位／月 

 

［見直し後］ 

  イ 地域移行支援サービス費（Ⅰ）  3,504単位／月 

  ロ 地域移行支援サービス費（Ⅱ）  3,062単位／月 

  ハ 地域移行支援サービス費（Ⅲ）  2,349単位／月 

 ※ 見直し後の地域移行支援サービス費（Ⅰ）を算定する事業所の要件 

  （１）前年度に３人以上の地域移行の実績を有すること。 

  （２）次の要件のうちいずれかを満たすこと。 

    ① 従業者のうち１人以上は社会福祉士又は精神保健福祉士である

こと。 

    ②  従業者である相談支援専門員のうち１人以上は、精神障害者地域

移行・地域定着支援関係者研修の修了者であること。 

（３）１以上の障害者支援施設又は精神科病院等（地域移行支援の対象施

設）と緊密な連携が確保されていること。 
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④ 精神障害者の可能な限り早期の地域移行支援【地域移行支援】 

・ 入院中の精神障害者に対する可能な限り早期の地域移行支援を推進する

観点から、入院後１年未満に退院する場合について、退院・退所月加算に

よる評価に加え、更に加算で評価する。 

≪退院・退所月加算の拡充≫ 

［現  行］ 

  退院・退所月加算                         2,700単位／月 

 

［見直し後］ 

  退院・退所月加算                          2,700単位／月 

＋500単位／月※ 

※ 退院・退所月加算を算定する者が精神科病院に入院後３月以上１年未

満の期間内に退院した者である場合に加算する。 

 

⑤ 精神保健医療と福祉の連携の促進【自立生活援助、地域定着支援】 

・ 精神保健医療と福祉の情報連携の更なる推進を図る観点から、あらかじ

め利用者の同意を得て、精神障害者が日常生活を維持する上で必要な情報

を精神科病院等に対して情報提供することを評価する加算を創設する。 

≪日常生活支援情報提供加算【新設】≫   100単位／回（月１回を限度） 

 

⑥ 居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進 【自立生活援助、地域  

移行支援、地域定着支援】 

・ 障害者の居住先の確保及び居住支援を充実する観点から、地域相談支援

事業者又は自立生活援助事業者が住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供

給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）第40条に規定する住宅確保

要配慮者居住支援法人（以下「居住支援法人」という。）又は同法第51条に

規定する住宅確保要配慮者居住支援協議会（以下「居住支援協議会」とい

う。）との連携体制を構築し、月に１回以上、情報連携を図る場を設け、情

報共有することを評価する加算を創設する。 

≪居住支援連携体制加算【新設】≫        35単位／月（体制加算） 

 ※ 以下のいずれの要件も満たす場合に算定する。 

（１）居住支援法人又は居住支援協議会との連携体制を確保し、その旨公表し

ていること。 

（２）月に１回以上、居住支援法人又は居住支援協議会と情報連携を図る場を

設けて、住宅の確保及び居住支援に係る必要な情報を共有すること。  
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・ 地域相談支援事業者や自立生活援助事業者が、居住支援法人と共同して、

利用者に対して在宅での療養上必要な説明及び指導を行った上で、障害者

総合支援法に基づく協議会や精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築における保健・医療・福祉等の関係者による協議の場に対し、住宅

の確保及び居住支援に係る課題を報告することを評価する加算を創設する。 

≪地域居住支援体制強化推進加算【新設】≫   500単位／回（月１回を限度） 

 

（３）ピアサポートの専門性の評価 【自立生活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地

域移行支援、地域定着支援】 

・ ピアサポートの専門性について、利用者と同じ目線に立って相談・助言等

を行うことにより、本人の自立に向けた意欲の向上や地域生活を続ける上で

の不安の解消などに効果があることを踏まえ、一定の要件を設けた上で、加

算により評価する。 

※ 就労継続支援Ｂ型についても、基本報酬の報酬体系の類型化に伴い、就

労支援の実施に当たってのピアサポートの活用を評価する（後掲）。 

≪ピアサポート体制加算【新設】≫       100単位／月（体制加算） 

※ ピアサポート体制加算の算定要件 

（１）地域生活支援事業の「障害者ピアサポート研修（基礎研修及び専門研

修）」を修了した次の者をそれぞれ常勤換算方法で0.5人以上配置してい

ること（併設する事業所（計画相談支援・障害児相談支援・自立生活援助・

地域移行支援・地域定着支援に限る。）の職員を兼務する場合は兼務先を

含む業務時間の合計が0.5人以上の場合も算定可。）。 

① 障害者又は障害者であったと都道府県又は市町村が認める者※ 
※ 「都道府県又は市町村」は、自立生活援助、地域移行支援及び地域定着支援は都道府県、

指定都市又は中核市、計画相談支援及び障害児相談支援は市町村。 

② 管理者又は①の者と協働して支援を行う者 

    なお、令和６年３月31日までの間は、経過措置として、都道府県又は市

町村が上記研修に準ずると認める研修を修了した①の者を常勤換算方法

で0.5人以上配置する場合についても本要件を満たすものとする。（②の

者の配置がない場合も算定可。） 

（２）（１）の者により、事業所の従業員に対し、障害者に対する配慮等に関

する研修が年１回以上行われていること。 

（３）（１）の者を配置していることを公表していること。 
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（４）感染症や災害への対応力の強化 

障害福祉サービスは障害のある方々やその家族の生活に必要不可欠なもので

あり、感染症や災害が発生した場合であっても、感染対策等を講じながら、利

用者に対して必要なサービスが継続的に提供されるよう、これらの発生に備え

た日頃からの備えや業務継続に向けた取組を推進する観点から、運営基準につ

いて必要な見直しを行うとともに、その取組を基本報酬で評価する。 

 

① 感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の義務化【全サービス】 

・ 感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底を求める観点から、

全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、運営基準において、委員会の

開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施を義務

付ける。その際、３年間の経過措置（準備期間）を設けることとする。 

 

② 業務継続に向けた計画等の策定や研修・訓練等の実施の義務化【全サービス】 

・ 感染症や災害が発生した場合でも、必要な障害福祉サービスが継続的に

提供できる体制を構築する観点から、全ての障害福祉サービス等事業者を

対象に、運営基準において、業務継続に向けた計画等の策定や研修の実施、

訓練の実施等を義務付ける。その際、３年間の経過措置（準備期間）を設

けることとする。 

 

③ 地域と連携した災害対策の推進【療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、

共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労

継続支援Ｂ型、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、福祉型障害

児入所施設、医療型障害児入所施設】 

・ 非常災害対策が求められる通所系、施設系、居住系サービス事業者を対

象に、運営基準において、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めることを求めることとする。 

≪運営基準（療養介護の例）≫ 

○ 当該事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう

に、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の指針を整備すること。 

三 当該事業所において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施すること。 

※ ３年間の経過措置を設ける。 
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○ 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービ

スの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開

を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継

続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うものとする。 

※ ３年間の経過措置を設ける。 

 

○ 事業者は、前項に規定する（非常災害に備えるための）訓練の実施に当

たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症への対応に係る特例的な評価 【全サービス】 

・ 新型コロナウイルス感染症に対応するため、かかり増しの経費が必要と

なること等を踏まえ、令和３年９月末までの間、報酬に対する特例的な評

価を行うこととし、通常の基本報酬に0.1％分の上乗せを行う。 

なお、同年10月以降については、この措置を延長しないことを基本の想

定としつつ、感染状況や地域における障害福祉サービス等の実態等を踏ま

え、必要に応じ柔軟に対応する。 

≪新型コロナウイルス感染症への対応に係る特例的な評価≫ 

全ての障害福祉サービス等事業所   基本報酬の合計単位数 × 0.1％ 

※ 原則、令和３年９月サービス提供分までの措置とする。 

 

（５）経営実態等を踏まえた基本報酬の見直し【居宅介護、同行援護、行動援護、療養介

護、生活介護、短期入所、共同生活援助、自立訓練（機能訓練）、就労移行支援、就労定着支

援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、計画相談支援、障害児相談支援、児童発達支援、

放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施

設】 

  ・ 各サービスの経営の実態等を踏まえ、基本報酬を見直す。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

（６）医療連携体制加算の見直し【重度障害者等包括支援、短期入所、共同生活援助、自立

訓練(生活訓練)、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課

後等デイサービス】 

・ 医療連携体制加算については、医療機関等との連携により、当該医療機関

等から看護職員を訪問させ、利用者に看護を提供した場合や認定特定行為業
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務従事者に対し喀痰吸引等に係る指導を行った場合に算定できるところであ

るが、障害児者に真に必要な医療や看護を検討して適切に提供しているとは

言い難い事例が散見されていることから、算定要件や報酬単価について、必

要な見直しを行う。 

① 医療・看護について、医療的ケアを要するなどの看護職員の手間の違い

に応じて評価を行う。 

② 医師からの指示は、原則、日頃から利用者を診察している主治医から個

別に受けるものとすることを明確化する。 

③ 福祉型短期入所について、特に高度な医療的ケアを長時間必要とする場

合の評価を設ける。 

④ 共同生活援助における看護師の確保に係る医療連携体制加算について、

看護師１人につき算定できる利用者数の上限（20名まで）を設ける。 

≪医療連携体制加算の見直し≫ 

［現  行］※ 短期入所の例 

イ 医療連携体制加算（Ⅰ） 600単位／日（利用者１人、４時間以下） 

ロ 医療連携体制加算（Ⅱ）  300単位／日（利用者２～８人、４時間以下） 

ハ 医療連携体制加算（Ⅲ） 500単位／日 

二 医療連携体制加算（Ⅳ） 100単位／日 

ホ 医療連携体制加算（Ⅴ）  39単位／日 

ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ）1,000単位／日（利用者１人、４時間超） 

ト 医療連携体制加算（Ⅶ） 500単位／日（利用者２～８人、４時間超） 

 

［見直し後］※ 短期入所の例 

イ 医療連携体制加算（Ⅰ）  32単位／日（非医ケア、１時間未満） 

ロ 医療連携体制加算（Ⅱ）   63単位／日（非医ケア、１時間以上２時間未満） 

ハ 医療連携体制加算（Ⅲ） 125単位／日（非医ケア、２時間以上） 

二 医療連携体制加算（Ⅳ）（４時間未満） 

(1)            960単位／日（医ケア１人） 

(2)            600単位／日（医ケア２人） 

(3)            480単位／日（医ケア３～８人） 

ホ 医療連携体制加算（Ⅴ）（４時間以上） 

(1)           1,600単位／日（医ケア１人） 

(2)            960単位／日（医ケア２人） 

(3)            800単位／日（医ケア３～８人） 

ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ）（８時間以上） 

(1)           2,000単位／日（高度な医ケア（※）１人） 

(2)           1,500単位／日（高度な医ケア（※）２人） 

(3)           1,000単位／日（高度な医ケア（※）３人） 
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（※）医療的ケアの判定スコアが16点以上の障害児者 

ト 医療連携体制加算（Ⅶ） 500単位／日 

チ 医療連携体制加算（Ⅷ） 100単位／日 

リ 医療連携体制加算（Ⅸ）  39単位／日 

 

→「医療連携体制加算の見直しについて」（別紙２）参照 

 

（７）障害者虐待防止の更なる推進【全サービス】 

・ 障害者虐待防止の更なる推進のため、運営基準に以下の内容を盛り込む。

その際、施設・事業所が対応するためには一定の時間を要すると見込まれる

ため、まずは令和３年度から努力義務化した後、１年間の準備期間を設け、

令和４年度から義務化する。また、小規模な事業所においても過剰な負担と

ならず、効果的な取組を行うことができるよう、具体的な方法等を示す。 

・ 虐待防止委員会（※）の設置等の義務化 

・ 従業者への研修の実施の義務化 

・ 虐待の防止等のための責任者の設置の義務化 

 （※）虐待防止委員会に求められる役割は、虐待の未然防止、虐待事案  

発生時の検証や再発防止策の検討等 

≪障害者虐待防止の更なる推進≫  

［現  行］ 

① 従業者への研修実施（努力義務） 

② 虐待の防止等のための責任者の設置（努力義務） 

［見直し後］ 

 ① 従業者への研修実施（義務化） 

② 虐待防止のための対策を検討する委員会として虐待防止委員会を設置す

るとともに、委員会での検討結果を従業者に周知徹底（義務化） 

③  虐待の防止等のための責任者の設置（義務化） 

 

（８）身体拘束等の適正化【居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包

括支援、療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・

生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、医療型児

童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障

害児入所施設、医療型障害児入所施設】 

① 身体拘束等の適正化の更なる推進のため、運営基準において施設・事業所

が取り組むべき事項を追加するとともに、減算要件の追加を行う。 

その際、施設・事業所が対応を行うためには一定の時間を要すると見込ま

れるため、 

・ まずは令和３年度から努力義務化した後、１年間の準備期間を設け、令
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和４年度から義務化 

・ 減算の要件追加については令和５年４月から適用 

することとする。なお、虐待防止の取組で身体拘束等の適正化について取り

扱う場合には、身体拘束等の適正化に取り組んでいるものと扱う。 

 

② 訪問系サービスについても、知的障害者や精神障害者も含め対象としてお

り、身体拘束が行われることも想定されるため、運営基準に「身体拘束等の

禁止」の規定を設けるとともに、「身体拘束廃止未実施減算（令和５年４月か

ら適用）」を創設する。 

今回追加する運営基準について、 

・ 現在、その他のサービスにおいて義務となっている「やむを得ず身体拘

束等を行う場合の記録」については、令和３年４月から義務化 

・ その他のサービスにおいて今回改正で追加する事項については、令和３

年度から努力義務化した後、１年間の準備期間を設け、令和４年度から義

務化 

することとする。なお、虐待防止の取組で身体拘束等の適正化について取り

扱う場合には、身体拘束等の適正化に取り組んでいるものと扱う。 

≪運営基準【一部新設】≫ 

※ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援は、全て新設。 

［現  行］ 

身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。 

 

［見直し後］ 

① 身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。 

② 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。（令和３年度

は努力義務化、令和４年度から義務化） 

③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。（令和３年度は努力義

務化、令和４年度から義務化） 

④ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。（令和３年度は努力義務化、令和４年度から義務化） 

 

≪身体拘束廃止未実施減算【一部新設】≫          ５単位／日 

［現  行］ 

次の基準を満たしていない場合に、基本報酬を減算する。 

身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状
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況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。 

［見直し後］ 

次の基準のいずれかを満たしていない場合に、基本報酬を減算する。 

① 身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること 
※ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援は、新設。（令和５年４

月から適用） 
② 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること（令和５年４月

から適用） 

③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること（令和５年４月から適

用） 

④ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること

（令和５年４月から適用） 

 

（９）人員基準における両立支援への配慮等【全サービス】 

① 障害福祉の現場において、仕事と育児や介護との両立を進め、離職防止・

定着促進を図る観点から、「常勤」要件及び「常勤換算」要件を一部緩和する

見直しを行う。 

≪人員基準における両立支援への配慮≫ 

［現  行］ 

【常勤】指定障害福祉サービス事業所等（以下「事業所」という。）におけ

る勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時

間を基本とする。）に達していること。 
※ ただし、育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用している職員につい

ては、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に

常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱うことが可能。 

 

【常勤換算方式】事業所の従業者の勤務延べ時間数を当該事業所において

常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が32時間

を下回る場合は32時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所

の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。 

 

［見直し後］ 

① 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による育児の短時

間勤務制度を利用する場合に加えて、介護の短時間勤務制度等を利用

する場合にも、週30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認め

る。 
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② 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短

時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で常勤換算での

計算上も１（常勤）と扱うことを認める。 

③ 人員基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、

産前産後休業や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有

する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員基準を満たすこと

を認める。 

④ ③の場合において、常勤職員の割合を要件とする福祉専門職員配置

等加算等の加算について、産前産後休業や育児・介護休業等を取得し

た当該職員についても常勤職員の割合に含めることを認める。 

 

② 障害福祉の現場において、全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、運

営基準において、適切な職場環境維持（ハラスメント対策）を求めることと

する。 

≪運営基準【新設】≫ 

適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な

範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 

（10）福祉・介護職員処遇改善加算及び処遇改善特別加算の見直し【居宅介護、重度

訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、

施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続

支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入

所施設】 

① 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）並びに福祉・介護職員処遇

改善特別加算については、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、廃止

する。その際、令和３年３月末時点で同加算を算定している障害福祉サービ

ス等事業所については、１年間の経過措置期間を設けることとする。 

 

② 福祉・介護職員処遇改善加算の加算率の算定方法について、以下の見直し

を行う。 

・ 福祉・介護職員数について、現行の加算率の算定に用いている社会福祉

施設等調査では、障害者支援施設が実施している昼間の日中活動系サービ

スに従事する職員数がサービスごとに分類されていないことや、各サービ

スの常勤換算職員数と当該サービスの提供実態との間に乖離が見られる

ことから、今後の加算率の算定に当たっては、障害福祉サービス等経営実

態調査における従事者数及び報酬請求事業所数を用いることとする。 
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・ また、加算率については、サービスごとに設定しているところ、処遇改

善加算の運用上、法人単位で加算額以上の賃金改善を行うことも可能とし

ていることや類似するサービス間の均衡を踏まえ、類似する複数のサービ

スをグループ分けした上で加算率を設定する。 

・ これらの見直しに際しては、加算率の大幅な変更による影響を緩和する

観点から、各サービスの福祉・介護職員数や経営状況等を踏まえつつ、今

回及び今後の報酬改定において段階的に反映させることとする。 

 

③ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員等特定処遇改善加算の算

定要件の一つである「職場環境等要件」について、各事業者による職場環境

改善の取組をより実効性が高いものとする観点から、以下の見直しを行う。 

ア 職場環境等要件について、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、

以下の取組がより促進されるように見直しを行う。 

・ 職員の新規採用や定着促進に資する取組 

・ 職員のキャリアアップに資する取組 

・ 両立支援・多様な働き方の推進に資する取組 

・ 腰痛を含む業務に関する心身の不調に対応する取組 

・ 生産性の向上につながる取組 

・ 仕事へのやりがい・働きがいの醸成や職場のコミュニケーションの円

滑化等、職員の勤務継続に資する取組 

 

イ 職場環境等要件に該当する取組の実施については、原則、当該年度にお

ける取組の実施を求めることとする。ただし、継続して処遇改善加算を取

得している事業所において、当該年度に実施できない合理的な理由がある

場合は、例外的に前年度の取組実績をもって、要件を充たすものとして認

めても差し支えないこととする。 

 

（11）福祉・介護職員等特定処遇改善加算の見直し【居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、重度障害者等包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共

同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継

続支援Ｂ型、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童

発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 

① 福祉・介護職員等特定処遇改善加算について、リーダー級の職員について

他産業と遜色ない賃金水準の実現を図りながら、福祉・介護職員の更なる処

遇改善を行うとの趣旨は維持した上で、加算の更なる取得促進を図るととも

に、小規模事業者を含め事業者がより活用しやすい仕組みとする観点から、

平均の賃金改善額の配分ルールについて、より柔軟な配分を可能とするよう

「経験・技能のある障害福祉人材」は「他の障害福祉人材」の「２倍以上と

→「福祉・介護職員処遇改善加算の加算率について」（別紙６）参照 
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すること」とするルールについて、「より高くすること」に見直す。 

※ 「その他の職種」は「他の障害福祉人材」の「２分の１を上回らない

こと」とするルールはこれを維持する。 

※ 障害福祉サービス等に従事する職員の特性を考慮して設けられている

「職員分類の変更特例」について、実際の届出事例を踏まえ、変更特例

の対象となりうる職種をより幅広に例示し、周知する。 

 

② また、福祉・介護職員等特定処遇改善加算の加算率について、上記（10）

の福祉・介護職員処遇改善加算の加算率と同様、類似する複数のサービスを

グループ分けした上で加算率を設定する。 

 

（12）障害福祉現場の業務効率化を図るためのＩＣＴの活用【全サービス】 

   ・ 障害福祉現場の業務効率化を図るため、下記の運営基準や報酬算定上必要

となる委員会等、身体的接触を伴わない又は必ずしも対面で提供する必要の

ない支援について、テレビ電話装置等を用いた支援が可能であることを明確

化する。 

→「福祉・介護職員等特定処遇改善加算の加算率について」（別紙７）参照 

 

【委員会・会議等】 

≪感染症・食中毒の予防のための対策検討委員会≫ ※全サービス共通 

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

 

≪身体拘束等の適正化のための対策検討委員会≫ ※訪問系、通所系、入所系サービス 

身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会 

 

≪虐待防止のための対策検討委員会≫ ※全サービス共通 

 虐待防止のための対策を検討する委員会 

 

≪個別支援計画作成等に係る担当者等会議≫ ※通所系、入所系サービス 

利用者に対するサービス提供に当たる担当者等で行われる個別支援計画等の

作成に係る会議 

 

≪サービス担当者会議・事例検討会等≫ ※計画相談支援、障害児相談支援 

 サービス等利用計画の作成のために福祉サービスの担当者で行われる会議 

 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等 

 

≪特定事業所加算≫ ※訪問系サービス 
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利用者に関する情報若しくはサービスの提供に当たっての留意事項の伝達又

は事業所における技術指導を目的とした会議 

 

≪リハビリテーション加算≫ ※生活介護 

リハビリテーション実施計画の作成や支援終了時に医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、その他の職種の者で行われるリハビリテーションカンフ

ァレンス 
 
≪日中活動支援加算【新設】≫ ※短期入所 

日中活動実施計画を作成するに当たって、保育士、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士その他の職種の者が共同する場面 

 

≪経口移行加算≫ ※施設入所支援 

経口移行計画を作成するに当たって、医師の指示に基づき、医師、管理栄養

士、看護師その他の職種の者が共同する場面 

 

≪経口維持加算≫ ※施設入所支援 

経口維持計画を作成するに当たって、医師又は歯科医師の指示に基づき、医

師、歯科医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、入所者の栄養

管理をするための会議等 

 

≪支援計画会議実施加算【新設】≫ ※就労移行支援 

就労移行支援計画等の作成等に当たって、ハローワーク、地域障害者職業セ

ンター、障害者就業・生活支援センター等障害者の就労支援に従事する者によ

り構成される会議 

 

≪定着支援連携促進加算【新設】≫ ※就労定着支援 

 企業、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、医療機関等

との連携を図るための関係機関を交えた会議 
 

≪居住支援連携体制加算【新設】≫ ※自立生活援助、地域移行支援、地域定着支援 

精神障害者等の居住先の確保及び居住支援を充実する観点から、居住支援協

議会や居住支援法人との情報連携・共有を図る場 

 

≪関係機関連携加算≫ ※児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス 

障害児が通う保育所その他関係機関との連携を図るための、当該障害児に係

る児童発達支援計画に関する会議 

 

【相談・指導等】 

≪雇用に伴う日常生活の相談等≫ ※就労定着支援 
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（13）地域区分の見直し【全サービス】 

・ 地域区分について、平成30年度報酬改定と同様に、類似制度である介護報

酬における地域区分との均衡を考慮し、原則、公務員の地域手当の設定に準

拠している介護報酬の地域区分の考え方に合わせることとする。ただし、隣

接する地域とのバランスを考慮して公平性を確保すべきと考えられる場合に

は、特例を適用できるものとする。 

    なお、見直しに当たっては、報酬単価の大幅な変更を緩和する観点から、

自治体の意見を聴取した上で、令和５年度末まで必要な経過措置を講じる。    

 

（14）補足給付の基準費用額の見直し【施設入所支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害

児入所施設】 

  ・ 施設入所者の食費や居住に要する費用（食費・光熱水費）については、低

所得者に係る負担を軽減するため、基準費用額（食費・光熱水費に係る平均

的な費用の額）から、所得に応じた負担限度額を控除した差額を「補足給付」

として支給しているが、この補足給付の基準費用額について、令和２年障害

福祉サービス等経営実態調査結果等を踏まえて見直す。 

 

（15）食事提供体制加算の経過措置の取扱い【生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・

生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、医療型児

童発達支援（児童発達支援、医療型児童発達支援については食事提供加算）】 

  ・ 令和２年度末までの経過措置とされていた食事提供体制加算について、栄

養面など障害児者の特性に応じた配慮や食育的な観点など別の評価軸で評価

することも考えられるかという点も含め、他制度とのバランス、在宅で生活

する障害者との公平性等の観点も踏まえ、更に検討を深める必要があること

から、今回の報酬改定においては、経過措置を延長する。 

 

（16）送迎加算の取扱い【就労継続支援Ａ型、放課後等デイサービス】 

  ・ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定において引き続き検討する事項と

されていた、就労継続支援Ａ型及び放課後等デイサービスの送迎加算につい

利用者の職場への定着及び就労の継続を図るため、雇用に伴い生じる日常生

活又は社会生活を営む上での各般の問題に関して行う利用者に対する相談、指

導等の支援 

 →「地域区分の見直しについて」（別紙８）参照 

≪補足給付に係る基準費用額の見直し≫ 

［現  行］     ［見直し後］ 

基準費用額 ５３，５００円 → ５４，０００円 
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て、送迎の実施に関する実態調査の結果を踏まえ、利用者の自立能力の獲得

を妨げないよう配慮することなどを改めて周知することとし、送迎加算の現

行の枠組みは維持する。 

 

 

２ 訪問系サービス 

（１）居宅介護 

① 居宅介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任者に対する

評価の見直し 

・ サービス提供責任者の質の向上を図る観点から、「居宅介護職員初任者研

修課程の研修を修了した者であって、３年以上介護等の業務に従事したも

のをサービス提供責任者とする」という暫定措置を段階的に廃止するため、

当該暫定措置が適用されている場合について更なる減算を行う。 

≪居宅介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任者が作成した居

宅介護計画に基づき、居宅介護を提供した場合の評価の見直し≫ 

［現  行］ 

  居宅介護職員初任者研修課程修了者（「厚生労働大臣が定める者」(平成18年

厚生労働省告示第548号)第６号の２に定める者。以下同じ。）をサービス提供

責任者として配置し、当該者が作成した居宅介護計画に基づいて居宅介護を行

う場合は、所定単位数の10％を減算する。 

［見直し後］ 

 居宅介護職員初任者研修課程修了者をサービス提供責任者として配置し、当

該者が作成した居宅介護計画に基づいて居宅介護を行う場合は、所定単位数の

30％を減算する。 

 

② 地域生活支援拠点等の緊急時における対応機能の強化（再掲） 

○ 各サービスの報酬・基準に係る改定項目のうち、以下の改定項目については、 

全サービス共通の改定項目であるため、「再掲」としての記載は行っていない。 

・ １(４)① 感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の義務化 

・ １(４)② 業務継続に向けた計画等の策定や研修・訓練等の実施の義務化 

・ １(４)④ 新型コロナウイルス感染症への対応に係る特例的な評価 

・ １(７)  障害者虐待防止の更なる推進 

・ １(９)  人員基準における両立支援への配慮等（常勤要件及び常勤換算 

 要件の一部緩和、適切な職場環境維持（ハラスメント対策）） 

・ １(12)  障害福祉現場の業務効率化を図るためのＩＣＴの活用 

・ １(13)  地域区分の見直し 
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※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師である

従業者の割合が100分の35以上ある場合に加算する。 

ロ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）     10単位／日 
※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉
士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師である
従業者の割合が100分の25以上ある場合に加算する。 

 

⑥ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた実績の算出（再掲） 

⑦ 在宅でのサービス利用の要件の見直し（再掲） 

⑧ 一般就労への移行や工賃向上等の更なる促進に向けた施設外就労に係る

加算の発展的な見直し（再掲） 

⑨ 地域と連携した災害対策の推進（再掲） 

⑩ 医療連携体制加算の見直し（再掲） 

⑪ 身体拘束等の適正化（再掲） 

⑫ 福祉・介護職員処遇改善加算及び処遇改善特別加算の見直し（再掲） 

⑬ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算の見直し（再掲） 

⑭ 食事提供体制加算の経過措置の取扱い（再掲） 

 

７ 相談系サービス 

（１）計画相談支援、障害児相談支援 

① 基本報酬及び特定事業所加算の見直し（一部再掲） 

・ 令和３年３月末までの措置とされていた特定事業所加算Ⅱ及びⅣを含め、

現行の特定事業所加算に対応した段階別の基本報酬区分（機能強化型サー

ビス利用支援費・機能強化型継続サービス利用支援費）を創設する。 

・ これに加えて、相談支援事業所における常勤専従職員の配置を促すため、

現行の特定事業所加算Ⅳの「常勤専従の相談支援専門員を２名以上配置す

る」という要件を緩和した「２人のうち１人以上が常勤専従であること」

を要件とする基本報酬区分を設ける。（機能強化型サービス利用支援費

（Ⅳ）・機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ）) 

・ 複数の事業所の協働による体制の確保や質の向上に向けた取組を評価す

る観点から、常勤専従の相談支援専門員１名配置を必須とした上で、地域

生活支援拠点等を構成する複数の指定特定相談支援事業所で人員配置要件

が満たされていることや24時間の連絡体制が確保されていることをもって、

機能強化型サービス利用支援費等の算定要件を満たすことを可能にする。 

・ また、人材確保の困難性を踏まえ、他のサービスで認められている従た

る事業所の設置を認める。 

・ 主任相談支援専門員の配置については、見直し後の基本報酬のいずれの

区分においても、常勤専従の主任相談支援専門員を１人以上配置している

ことを別途評価する加算を創設する。 
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・ 経営状況等を勘案し、基本報酬を見直す。 

≪主任相談支援専門員配置加算【新設】≫          100単位／月 

主任相談支援専門員を事業所に配置した上で、事業所の従業者に対し当該主

任相談支援専門員がその資質の向上のために研修を実施した場合に加算する。 

 

≪特定事業所加算【廃止】≫⇒≪機能強化型サービス利用支援費【新設】≫ 

［現  行］ 

（１）特定事業所加算Ⅰ                   500単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、かつ、そのうち１名

以上が主任相談支援専門員であること。 

ロ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝

達等を目的とした会議を定期的に開催すること。 

ハ 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応す

る体制を確保していること。 

ニ 指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対

し主任相談支援専門員の同行による研修を実施していること。 

ホ 基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合にお

いても、計画相談支援等を提供していること。 

ヘ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 

 ト 指定特定相談支援事業所において指定サービス利用支援又は継続サー

ビス利用支援を提供する件数（指定障害児相談支援事業者の指定を併せて

受け、一体的に運営されている場合は、指定障害児相談支援の利用者を含

む。）が１月間において相談支援専門員１人当たり40件未満であること。 

 

（２）特定事業所加算（Ⅱ）                400単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、かつ、 そのうち１名

以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

ロ 特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ハ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 

ハ 指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対

し、相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修

を実施していること。 

 

（３）特定事業所加算（Ⅲ）                300単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を３名以上配置し、かつ、 そのうち１名

以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

ロ 特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ハ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 
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ハ 特定事業所加算（Ⅱ）のハの要件を満たすこと。 

 

（４）特定事業所加算（Ⅳ）                150単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を２名以上配置し、かつ、そのうち１名

以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

ロ 特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 

ハ 特定事業所加算（Ⅱ）のハの要件を満たすこと。 

 

［見直し後］ 

（１）機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）        1,864単位／月 

（算定要件） 

現行の特定事業所加算（Ⅱ）の要件を満たすこと 

※ 常勤専従の相談支援専門員１名配置を必須とした上で、地域生活支援拠

点等を構成する複数の指定特定相談支援事業所で人員配置要件が満たされ

ていることや24時間の連絡体制が確保されていることをもって算定要件を

満たすことを可能にする。（以下、機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ）及

び機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）について同じ。） 

 

（２）機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ）        1,764単位／月 

（算定要件） 

現行の特定事業所加算（Ⅲ）の要件を満たすこと。 

 

（３）機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）        1,672単位／月 

（算定要件） 

現行の特定事業所加算（Ⅳ）の要件を満たすこと。 

 

（４）機能強化型サービス利用支援（Ⅳ）         1,622単位／月 

（算定要件） 

イ 専従の相談支援専門員を２名以上配置し、かつ、そのうち１名以上が常

勤専従かつ相談支援従事者現任研修を修了していること。 

ロ 現行の特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 

ハ 現行の特定事業所加算（Ⅱ）のハの要件を満たすこと。 

※ 機能強化型継続サービス利用支援費並びに機能強化型障害児支援利用援

助費及び機能強化型継続障害児支援利用援助費についても同様の算定要件。 

 

② サービス等利用計画の策定時における相談支援業務の評価 

・ 障害福祉サービスの利用申請から支給決定、サービスの利用開始（サー

ビス等利用計画の策定）までの期間内に一定の要件を満たす相談支援の提
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供を行った場合について、初回加算において更に評価する。 

≪初回加算の見直し≫ 

［現  行］ 

初回加算                300単位／月（計画相談） 

                    500単位／月（障害児相談）      
 

［見直し後］ 
初回加算                300単位／月（計画相談）※ 

                      500単位／月（障害児相談）※ 

※ 従前から、新規に計画作成を行った場合に初回加算が算定されていた

が、これに加えて 

・指定計画相談支援の利用に係る契約をした日の属する月からサービス

等利用計画案を利用者に交付した日の属する月までの期間が３か月を

超える場合であって 

・４か月目以降に月２回以上、利用者の居宅等（障害児の場合は居宅に限 

る。）に訪問し利用者及びその家族と面接を行った場合 

は、上記の要件を満たす月について、その月分の初回加算に相当する額

を加えた額の初回加算を算定 

 

③ 計画決定月及びモニタリング対象月以外における相談支援業務の評価 

・ サービス利用中であって、計画決定月及びモニタリング対象月以外の月

に以下のいずれかの要件を満たす支援を行った場合に評価するための加算

を創設する。 

≪集中支援加算【新設】≫              300単位／月 

① 障害福祉サービスの利用に関して、利用者等の求めに応じ、利用者の居宅 

等（障害児の場合は居宅に限る。）を訪問し、利用者及び家族との面接を月

に２回以上実施した場合 

② 利用者本人及び障害福祉サービス事業者等が参加するサービス担当者会 

議を開催した場合 
③ 障害福祉サービスの利用に関連して、病院、企業、保育所、特別支援学校
又は地方自治体等からの求めに応じ、当該機関の主催する会議へ参加した
場合 

 

④ 他機関へのつなぎのための相談支援業務の評価 

・ サービス終了前後に、以下の要件に基づく他機関へのつなぎの支援を行

った場合に評価するため、居宅介護支援事業所等連携加算を見直すととも

に、障害児相談支援に保育・教育等移行支援加算を創設する。 
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≪居宅介護支援事業所等連携加算の見直し、保育・教育等移行支援加算の創設≫ 
［現  行］ 

居宅介護支援事業所等連携加算     100単位／月 
 
［見直し後］ 

（計画相談） 
 居宅介護支援事業所等連携加算    300単位／月（①、②） 
                   100単位／月（③） 
（障害児相談） 
保育・教育等移行支援加算      300単位／月（①、②） 

100単位／月（③） 
・ 介護保険の居宅介護支援事業者等への引継に一定期間を要する者、又は、

就学、進学、就職等に伴い障害福祉サービスの利用を終了する者であって保

育所、特別支援学校、企業又は障害者就業・生活支援センター等との引継に

一定期間を要するものに対し、次の①～③のいずれかの業務を行った場合

に加算 

   ① 当該月に２回以上、利用者の居宅等（障害児の場合は居宅に限る。）に

訪問し利用者及びその家族と面接を行った場合 

② 他機関の主催する利用者の支援内容の検討に関する会議に参加した場 

合 

③ 他機関との連携に当たり、利用者の心身の状況等に関する情報提供を

文書により実施した場合（この目的のために作成した文書に限る。） 

※ 算定回数について、障害福祉サービスの利用中は２回、利用終了後（６か

月以内）は月１回を限度とする。 

 

⑤ 事務負担の軽減及び適切なモニタリング頻度の決定の推進 

・ 加算の算定要件となる業務の挙証書類については、基準省令で定める記

録（相談支援台帳等）等に記載、保管することで足りることとする。 

・ 利用者の生活の維持・向上のための適切なモニタリング頻度を担保する

ため、以下のとおり対応する。 

 利用者の個別性も踏まえてモニタリング頻度の決定を行う旨や、モニ

タリング期間の変更をする際の手続きを再度周知する。 

 利用者の個別の状況によってモ二タリング頻度を短くする必要がある

場合を例示する。 

 モニタリング対象月以外における相談支援業務の評価（前述③）につい

ては、緊急的、臨時的な取扱いであることを明示し、頻回に算定が必要

な利用者については、モニタリング頻度を改めて検証する必要がある

ことを明示する。 

 

⑥ ピアサポートの専門性の評価（再掲） 
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（２）地域移行支援 

① 地域移行実績の更なる評価（再掲） 

② 精神障害者の可能な限り早期の地域移行支援（再掲） 

③ 居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進（再掲） 

④ ピアサポートの専門性の評価（再掲） 

 

（３）地域定着支援 

① 地域生活支援拠点等の緊急時における対応機能の強化（再掲）  

② 精神保健医療と福祉の連携の促進（再掲） 

③ 居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進（再掲） 

④ ピアサポートの専門性の評価（再掲） 

 

８ 障害児通所支援 

（１）障害児通所支援における共通事項 

① 医療的ケア児に係る判定基準の見直し及び基本報酬区分の設定（児童発達

支援及び放課後等デイサービス） 

   ・ 前回改定で導入した医療的ケア児に係る判定基準について、厚生労働科

学研究において開発された見守り等のケアニーズ等を踏まえた医療的ケア

児に係る判定基準に見直すとともに、児童発達支援及び放課後等デイサー

ビスの基本報酬区分において、当該判定基準のスコアの点数に応じて段階

的な評価を行う「医療的ケア児」の基本報酬区分を創設する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 医療連携体制加算の見直し（再掲） 

 

③ 看護職員加配加算の見直し（児童発達支援及び放課後等デイサービス） 

   ・ 看護職員加配加算の算定要件について、上記①の医療的ケア児に係る判

定基準を用いることとし、実態に即して以下のとおり見直す。 

≪看護職員加配加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 ① 看護職員加配加算（Ⅰ） 【看護職員１人分の加算】 

  ア 主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所 

   ・ 現行の判定基準のスコアに該当する障害児の前年度の利用日数の合

計を、前年度の開所日数で除して１以上になること。 

  イ 主として重症心身障害児を通わせる事業所 

   ・ 現行の判定基準のスコアが８点以上の障害児の前年度の利用日数の

合計を、前年度の開所日数で除して５以上になること。 
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第３ 終わりに 

○ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定においては、客観性・透明性の向上

を図るため、前回改定に引き続き、厚生労働省内に設置した検討チームにおい

て、有識者の参画を得て公開の場で検討を行った。 

 

○ 今回の報酬改定に係る検討を行う中で出た意見等を踏まえ、以下の事項につ

いて、次期報酬改定に向けて引き続き検討・検証を行う。 

 

① ピアサポートの専門性について 

・ ピアサポートの専門性の評価の対象サービスについて、ピアサポート体

制加算の運用状況を踏まえつつ、引き続き検討する。 

 

② 共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置

の取扱いについて 

・ 今年度末までの経過措置とされていた、共同生活援助を利用する重度の

障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについては、引き続きその

在り方を検討する。 

 

③ 自立生活援助の標準利用期間について 

・ 自立生活援助の標準利用期間については、支給決定期間の更新の運用状

況を踏まえつつ、今後の課題として引き続き検討する。 

 

④ 自立訓練における支援の在り方について 

・ 自立訓練における支援の在り方について、訓練効果の標準的な評価手法

の検討や、機能訓練及び生活訓練の対象者の見直し後の運用状況等を踏ま

え、引き続き検討する。 

 

⑤ 就労系サービスの在り方について 

・ 就労系サービスの在り方については、今回の報酬改定の内容を踏まえ、

雇用担当部局と連携し、その検討を進める。 

 

⑥ 計画相談支援及び障害児相談支援の業務の報酬上の評価等について 

・ 多岐に渡る計画相談支援等の業務をより適切に評価するため、計画相談

支援等の業務に関する報酬上の評価や担当件数、モニタリング実施標準期

間の在り方について引き続き検討する。 

 

⑦ 放課後等デイサービスの在り方について 

・ 放課後等デイサービスが果たすべき役割等、制度の在り方を今後検討す

る。その中で、放課後等デイサービスの利用対象児童となる学校の範囲等

について検討を深める。 
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⑧ 障害福祉サービス等経営実態調査等の活用について 

・ 障害福祉サービス等の持続可能性を確保していくためには、今後も各サ

ービスの経営状況やサービスの質を反映したきめ細かな報酬を設定する必

要があることから、障害福祉サービス等経営実態調査等をより有効に活用

し、精緻な分析を行うための方策について研究を進める。 

 

⑨ 障害福祉現場の業務効率化の推進について 

・ 人材確保の観点からも、障害福祉現場の業務効率化及び職員の負担軽減

をさらに推進していく必要があることを踏まえ、調査研究等の実施を通じ

て、これらに関する実証データの収集に努めながら、その方策について検

討を進める。 

・ また、各種会議や多職種間の連携及びサービス提供におけるＩＣＴの活

用方策等についても、今回の改定におけるＩＣＴの活用等に係る実施状況

を踏まえつつ、検討を進める。 

 

⑩ 食事提供体制加算について 

・ 食事提供体制加算については、栄養面など障害児者の特性に応じた配慮

や食育的な観点など別の評価軸で評価することも考えられるかという点も

含め、他制度とのバランス、在宅で生活する障害者との公平性等の観点も

踏まえ、更に検討を深める。 
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別紙１ 

障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて 

 

見直し後 現行 

≪訪問系サービス≫ 

第１ 居宅介護 

居宅介護サービス費 

イ 居宅における身体介護が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                          255 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               402 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合          584 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合          666 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         750 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合          833 単位 

⑺ 所要時間３時間以上の場合       916 単位に所要時間３時

間から計算して所要時間 30 分を増すごとに 83単位を加算した単位数 

ロ 通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                         255 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               402 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合         584 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合         666 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         750 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合         833 単位 

≪訪問系サービス≫ 

第１ 居宅介護 

居宅介護サービス費 

イ 居宅における身体介護が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                          249 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               393 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合          571 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合          652 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         734 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合          815 単位 

⑺ 所要時間３時間以上の場合       896 単位に所要時間３時

間から計算して所要時間 30 分を増すごとに 81単位を加算した単位数 

ロ 通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                         249 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               393 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合         571 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合         652 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         734 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合         815 単位 
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⑸ 就労定着率が５割以上７割未満の場合              1,232 単位 

⑹ 就労定着率が３割以上５割未満の場合              1,047 単位 

⑺ 就労定着率が３割未満の場合                        785 単位 

 

≪相談系サービス≫ 

第１ 計画相談支援費 

イ サービス利用支援費 

⑴  機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)            1,864 単位 

⑵  機能強化型サービス利用支援費(Ⅱ)            1,764 単位 

⑶  機能強化型サービス利用支援費(Ⅲ)            1,672 単位 

⑷  機能強化型サービス利用支援費(Ⅳ)            1,622 単位 

⑸ サービス利用支援費(Ⅰ)                            1,522 単位 

⑹ サービス利用支援費(Ⅱ)                               732 単位 

ロ 継続サービス利用支援費 

⑴  機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅰ)           1,613 単位 

⑵  機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅱ)          1,513 単位 

⑶  機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅲ)          1,410 単位 

⑷  機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅳ)          1,360 単位 

⑸ 継続サービス利用支援費(Ⅰ)                        1,260 単位 

⑹ 継続サービス利用支援費(Ⅱ)                           606 単位 

 

第２ 障害児相談支援費 

イ 障害児支援利用援助費 

⑴  機能強化型障害児支援利用援助費(Ⅰ)           2,027 単位 

⑸ 就労定着率が３割以上５割未満の場合              1,025 単位 

⑹ 就労定着率が１割以上３割未満の場合                904 単位 

⑺ 就労定着率が１割未満の場合                        784 単位 

 

≪相談系サービス≫ 

第１ 計画相談支援費 

イ サービス利用支援費 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

⑴ サービス利用支援費(Ⅰ)                            1,462 単位 

⑵ サービス利用支援費(Ⅱ)                               731 単位 

ロ 継続サービス利用支援費 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

⑴ 継続サービス利用支援費(Ⅰ)                1,211 単位 

⑵ 継続サービス利用支援費(Ⅱ)                         605 単位 

 

第２ 障害児相談支援費 

イ 障害児支援利用援助費 

（新設） 
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⑵  機能強化型障害児支援利用支援費(Ⅱ)           1,927 単位 

⑶  機能強化型障害児支援利用支援費(Ⅲ)           1,842 単位 

⑷  機能強化型障害児支援利用支援費(Ⅳ)           1,792 単位 

⑸ 障害児支援利用援助費(Ⅰ)                        1,692 単位 

⑹ 障害児支援利用援助費(Ⅱ)                          815 単位 

ロ 継続障害児支援利用援助費 

⑴  機能強化型継続障害児支援利用援助費(Ⅰ)         1,724 単位 

⑵  機能強化型継続障害児支援利用支援費(Ⅱ)         1,624 単位 

⑶  機能強化型継続障害児支援利用支援費(Ⅲ)          1,527 単位 

⑷  機能強化型継続障害児支援利用支援費(Ⅳ)         1,476 単位 

⑸ 継続障害児支援利用援助費(Ⅰ)                    1,376 単位 

⑹ 継続障害児支援利用援助費(Ⅱ)                      662 単位 

 

第３ 地域移行支援 

地域移行支援サービス費 

イ 地域移行支援サービス費(Ⅰ)                      3,504 単位 

ロ 地域移行支援サービス費(Ⅱ)                      3,062 単位 

ハ 地域移行支援サービス費(Ⅲ)                         2,349 単位 

 

第４ 地域定着支援 

地域定着支援サービス費 

イ 体制確保費                                             306 単位 

ロ 緊急時支援費 

⑴ 緊急時支援費(Ⅰ)                            712 単位 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

⑴ 障害児支援利用援助費(Ⅰ)                       1,625 単位 

⑵ 障害児支援利用援助費(Ⅱ)                         814 単位 

ロ 継続障害児支援利用援助費 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

⑴ 継続障害児支援利用援助費(Ⅰ)                   1,322 単位 

⑵ 継続障害児支援利用援助費(Ⅱ)                     661 単位 

 

第３ 地域移行支援 

地域移行支援サービス費 

（新設） 

イ 地域移行支援サービス費(Ⅰ)                      3,059 単位 

ロ 地域移行支援サービス費(Ⅱ)                         2,347 単位 

 

第４ 地域定着支援 

地域定着支援サービス費 

イ 体制確保費                                             305 単位 

ロ 緊急時支援費 

⑴ 緊急時支援費(Ⅰ)                            711 単位 
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⑵ 緊急時支援費(Ⅱ)                     95 単位 

 

≪障害児通所支援≫ 

第１ 児童発達支援 

児童発達支援給付費（１日につき） 

イ 児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行う場

合（ロ又はハに該当する場合を除く。） 

⑴ 医療的ケア児（判定スコアで 32 点以上）の場合 

㈠ 利用定員 30 人以下の場合                 3,086 単位 

㈡ 利用定員 31 人以上 40 人以下の場合            3,005 単位 

㈢ 利用定員 41 人以上 50 人以下の場合            2,930 単位 

㈣ 利用定員 51 人以上 60 人以下の場合            2,859 単位 

㈤ 利用定員 61 人以上 70 人以下の場合            2,830 単位 

㈥ 利用定員 71 人以上 80 人以下の場合            2,804 単位 

㈦ 利用定員 81 人以上の場合                 2,778 単位 

 

⑵ 医療的ケア児（判定スコアで 16 点以上 32 点未満）の場合 

㈠ 利用定員 30 人以下の場合                 2,086 単位 

㈡ 利用定員 31 人以上 40 人以下の場合            2,005 単位 

㈢ 利用定員 41 人以上 50 人以下の場合            1,930 単位 

㈣ 利用定員 51 人以上 60 人以下の場合            1,859 単位 

㈤ 利用定員 61 人以上 70 人以下の場合            1,830 単位 

㈥ 利用定員 71 人以上 80 人以下の場合            1,804 単位 

㈦ 利用定員 81 人以上の場合                 1,778 単位 

⑵ 緊急時支援費(Ⅱ)                     94 単位 

 

≪障害児通所支援≫ 

第１ 児童発達支援 

児童発達支援給付費（１日につき） 

イ 児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行う場

合（ロ又はハに該当する場合を除く。） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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地域区分の見直しについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

別紙８ 

【原  則】公務員（国家・地方）の地域手当の設定に準拠している介護報酬の地域区分の考え方に合わせる。 
 

【経過措置】令和２年度までの地域区分と令和３年度における介護報酬の地域区分の範囲で設定する。    
※ 平成 30 年度報酬改定の際に設けられた経過措置（平成 30 年度以前の見直し前の上乗せ割合から見直し後の最終的な上乗せ割合

の範囲内において設定可能とするもの）を適用している自治体において、当該自治体の意向により、令和５年度まで延長すること

を認める。 

 

【特  例】以下の①又は②の場合、隣接地域の地域区分のうち一番低い区分までの範囲で見直すことを認

める。      
       ① 高い地域区分の地域に全て囲まれている場合 ※ 低い級地に囲まれている場合の引き下げも可能 

② 公務員の地域手当の設定がない(０％)地域であって、当該地域よりも高い地域区分の地域

が複数隣接しており、かつ、その中に３級地以上の級地差がある地域が含まれている場合  
            ※ 引き下げは、地域手当の設定がある地域も可能 

  

→ 経過措置及び特例の適用については、各自治体の意向を踏まえることとする。 
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○ 令和３～５年度における地域区分の適用地域（障害者サービス） 

 

１級地

（２０％）

東京都 特別区

２級地
（１６％）

東京都

神奈川県
大阪府

町田市、狛江市、多摩市

横浜市、川崎市
大阪市

３級地

（１５％）

埼玉県

千葉県
東京都

神奈川県

愛知県
大阪府

兵庫県

さいたま市、和光市

千葉市、成田市、印西市
八王子市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、
小金井市、小平市、日野市、国分寺市、国立市、

福生市、清瀬市、稲城市、西東京市
鎌倉市

名古屋市
守口市、大東市、門真市

芦屋市

４級地
（１２％）

東京都 青梅市、東村山市 茨城県

千葉県
東京都

神奈川県
大阪府

兵庫県

牛久市

船橋市、浦安市、袖ヶ浦市
立川市、昭島市、東大和市

相模原市、藤沢市、逗子市、厚木市
豊中市、池田市、吹田市、高槻市、
寝屋川市、箕面市

神戸市、西宮市、宝塚市

茨城県 取手市、つくば市

５級地
（１０％）

東京都 東久留米市 埼玉県
千葉県

神奈川県
愛知県

志木市
習志野市

海老名市
刈谷市、豊田市

茨城県
埼玉県

千葉県
東京都
神奈川県

滋賀県

京都府
大阪府

兵庫県
広島県

福岡県

水戸市、日立市、土浦市、石岡市、守谷市
朝霞市、新座市、ふじみ野市

市川市、松戸市、佐倉市、市原市、四街道市
羽村市、あきる野市、日の出町
横須賀市、平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、大和市、

伊勢原市、座間市、綾瀬市、寒川町、愛川町
大津市、草津市

京都市
堺市、枚方市、茨木市、八尾市、松原市、摂津市、

高石市、東大阪市、交野市
尼崎市、川西市、三田市
広島市、府中町

福岡市

東京都
愛知県

檜原村
豊明市

６級地

（６％）

大阪府 四條畷市 千葉県
愛知県
兵庫県

福岡県

八千代市
みよし市
伊丹市

春日市

宮城県
茨城県
栃木県

群馬県
埼玉県

千葉県
東京都

神奈川県
岐阜県

静岡県
愛知県

三重県

滋賀県
京都府

大阪府

兵庫県
奈良県

福岡県

仙台市
古河市、龍ケ崎市、利根町
宇都宮市、下野市、野木町

高崎市
川越市、川口市、行田市、所沢市、加須市、東松山市、春日部市、狭山市、羽生市、

鴻巣市、上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、入間市、桶川市、久喜市、北本市、
八潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、幸手市、鶴ヶ島市、吉川市、白岡市、伊奈町、

三芳町、宮代町、杉戸町、松伏町
木更津市、野田市、茂原市、柏市、流山市、我孫子市、鎌ケ谷市、白井市、酒々井町
武蔵村山市、奥多摩町

三浦市、秦野市、葉山町、大磯町、二宮町、清川村
岐阜市

静岡市
岡崎市、瀬戸市、春日井市、津島市、碧南市、安城市、西尾市、稲沢市、大府市、

知立市、尾張旭市、日進市、愛西市、北名古屋市、弥富市、あま市、長久手市、
東郷町、大治町、蟹江町
津市、四日市市、桑名市、鈴鹿市、亀山市

彦根市、守山市、栗東市、甲賀市
宇治市、亀岡市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、木津川市、精華町

岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、富田林市、河内長野市、和泉市、柏原市、
羽曳野市、藤井寺市、泉南市、大阪狭山市、阪南市、島本町、豊能町、能勢町、

忠岡町、熊取町、田尻町、岬町、太子町、河南町、千早赤阪村
明石市、猪名川町
奈良市、大和高田市、大和郡山市、生駒市

大野城市、福津市

茨城県
静岡県
愛知県

ひたちなか市、那珂市、大洗町、東海村、阿見町
沼津市、御殿場市
知多市

京都市 南丹市

７級地
（３％）

千葉県 栄町 埼玉県
東京都

愛知県

飯能市、坂戸市
瑞穂町

清須市、豊山町、飛島村

北海道
茨城県

栃木県
群馬県

埼玉県

千葉県
神奈川県

新潟県
富山県
石川県

福井県
山梨県

長野県
岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県
京都府

兵庫県
奈良県

和歌山県
岡山県

広島県
山口県

徳島県
香川県
福岡県

長崎県

札幌市
結城市、下妻市、常総市、笠間市、筑西市、坂東市、稲敷市、桜川市、つくばみらい市、河内町、

八千代町、五霞町、境町
栃木市、鹿沼市、日光市、小山市、真岡市、大田原市、さくら市、壬生町
前橋市、伊勢崎市、太田市、渋川市、玉村町

熊谷市、深谷市、日高市、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、川島町、吉見町、鳩山町、
ときがわ町、寄居町

東金市、君津市、富津市、八街市、富里市、山武市、大網白里市、長柄町、長南町
箱根町

新潟市
富山市
金沢市、内灘町

福井市
甲府市

長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那市、下諏訪町
大垣市、高山市、多治見市、関市、美濃加茂市、各務原市、可児市、岐南町、笠松町

浜松市、三島市、富士宮市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、藤枝市、袋井市、
裾野市、湖西市、函南町、清水町、長泉町、小山町、川根本町、森町
豊橋市、一宮市、半田市、豊川市、蒲郡市、犬山市、常滑市、江南市、小牧市、新城市、東海市、

高浜市、岩倉市、田原市、大口町、扶桑町、阿久比町、東浦町、幸田町、設楽町、東栄町、豊根町
名張市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町

長浜市、野洲市、湖南市、高島市、東近江市、米原市、多賀町
城陽市、大山崎町、久御山町、井手町

姫路市、加古川市、三木市、高砂市、小野市、加西市、加東市、稲美町、播磨町
天理市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、葛城市、宇陀市、山添村、平群町、三郷町、斑鳩町、
安堵町、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町

和歌山市、橋本市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町
岡山市

東広島市、廿日市市、海田町、熊野町、坂町
周南市

徳島市
高松市
北九州市、飯塚市、筑紫野市、太宰府市、糸島市、那珂川市、粕屋町

長崎市

宮城県
富山県

岐阜県
佐賀県

名取市
南砺市

羽島市、坂祝町
佐賀市

その他

（０％）

宮城県 多賀城市 茨城県

神奈川県
滋賀県
兵庫県

かすみがうら市、小美玉市

山北町
日野町
丹波篠山市

現

行

の
障
害

者

の
地

域
区

分

全ての都道府県１級地から７級

地以外の地域

見直し後の障害者の地域区分

１級地
（２０％）

２級地
（１６％）

３級地
（１５％）

４級地
（１２％）

５級地
（１０％）

６級地
（６％）

７級地
（３％）

その他
（０％）
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○ 令和３～５年度における地域区分の適用地域（障害児サービス） 

１級地
（２０％）

東京都 特別区

２級地
（１６％）

千葉県

東京都
神奈川県

大阪府

袖ケ浦市、印西市

町田市、狛江市、多摩市
横浜市、川崎市

大阪市

東京都 武蔵野市、国分寺市、清瀬市、東久留米市

３級地
（１５％）

埼玉県
千葉県

東京都

神奈川県
愛知県

大阪府
兵庫県

さいたま市、和光市
千葉市、成田市

八王子市、三鷹市、青梅市、府中市、調布市、小金井市、
小平市、日野市、国立市、福生市、稲城市、西東京市

鎌倉市
名古屋市

守口市、大東市、門真市
西宮市、芦屋市、宝塚市

千葉県 習志野市、八千代市

４級地

（１２％）

東京都 東村山市 茨城県
埼玉県

千葉県
東京都

神奈川県
大阪府

兵庫県

牛久市
東松山市、朝霞市、志木市

船橋市、浦安市
立川市、昭島市、東大和市

相模原市、藤沢市、逗子市、厚木市
豊中市、池田市、吹田市、高槻市、寝屋川市、箕面市

神戸市

茨城県 取手市、つくば市

５級地
（１０％）

神奈川県
愛知県

海老名市
刈谷市、豊田市

茨城県
埼玉県

千葉県
東京都

神奈川県

愛知県
滋賀県

京都府
大阪府

兵庫県

広島県
福岡県

水戸市、日立市、土浦市、龍ヶ崎市、守谷市
新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町

市川市、松戸市、佐倉市、市原市、四街道市
あきる野市

横須賀市、平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、大和市、
伊勢原市、座間市、綾瀬市、寒川町、愛川町

西尾市
大津市、草津市

京都市
堺市、枚方市、茨木市、八尾市、松原市、摂津市、

高石市、東大阪市、交野市
尼崎市、伊丹市、三田市、川西市

広島市、府中町
福岡市

愛知県
大阪府

豊明市
羽曳野市

６級地

（６％）

大阪府 四條畷市 千葉県
愛知県

福岡県

栄町
みよし市

春日市

宮城県
茨城県

栃木県
群馬県

埼玉県

千葉県

東京都
神奈川県

長野県
岐阜県

静岡県
愛知県

三重県
滋賀県

京都府
大阪府

兵庫県
奈良県

和歌山県
福岡県

仙台市
古河市、利根町

宇都宮市、下野市、野木町
高崎市

川越市、川口市、行田市、所沢市、加須市、春日部市、狭山市、羽生市、鴻巣市、上尾市、草加市、
越谷市、蕨市、戸田市、入間市、桶川市、久喜市、北本市、八潮市、三郷市、蓮田市、坂戸市、

幸手市、鶴ヶ島市、吉川市、白岡市、伊奈町、宮代町、杉戸町、松伏町
野田市、茂原市、柏市、流山市、白井市、酒々井町

武蔵村山市、奥多摩町
三浦市、秦野市、葉山町、二宮町、大磯町、清川村

塩尻市
岐阜市

静岡市
岡崎市、瀬戸市、春日井市、豊川市、津島市、碧南市、安城市、稲沢市、大府市、知立市、愛西市、

北名古屋市、弥富市、あま市、大治町、蟹江町
津市、四日市市、桑名市、鈴鹿市、亀山市
彦根市、守山市、栗東市、甲賀市

宇治市、亀岡市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、木津川市、精華町
岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、富田林市、河内長野市、和泉市、柏原市、藤井寺市、

泉南市、大阪狭山市、阪南市、島本町、能勢町、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町、太子町、河南町、
千早赤阪村

明石市、猪名川町
奈良市、大和高田市、大和郡山市、生駒市

和歌山市、橋本市
大野城市、太宰府市、糸島市、福津市、粕屋町

茨城県
栃木県

埼玉県
静岡県

愛知県

ひたちなか市
大田原市

滑川町
沼津市、御殿場市

知多市

７級地

（３％）

東京都 日の出町 埼玉県

東京都
愛知県

大阪府

飯能市

羽村市、瑞穂町、檜原村
日進市、清須市、長久手市、東郷町、豊山町、飛島村

豊能町

北海道

茨城県
栃木県

群馬県
埼玉県

千葉県
神奈川県

新潟県
富山県
石川県

福井県
山梨県

長野県
岐阜県

静岡県
愛知県

三重県

滋賀県
京都府

兵庫県
奈良県

岡山県

広島県
山口県

徳島県
香川県

福岡県
長崎県

札幌市

結城市、笠間市、那珂市、筑西市、坂東市、稲敷市、阿見町、河内町、八千代町、五霞町、境町
栃木市、鹿沼市、日光市、小山市、真岡市、さくら市、壬生町

前橋市、太田市、渋川市、伊勢崎市
熊谷市、深谷市、日高市、毛呂山町、越生町、吉見町、鳩山町、寄居町

木更津市、東金市、君津市、富津市、八街市、長柄町、長南町
箱根町

新潟市
富山市
金沢市、内灘町

福井市
甲府市

長野市、松本市、諏訪市、伊那市
大垣市、多治見市、美濃加茂市、各務原市、可児市

浜松市、三島市、富士宮市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、藤枝市、袋井市、小山町、川根本町、森町
豊橋市、一宮市、半田市、犬山市、常滑市、江南市、小牧市、東海市、尾張旭市、高浜市、田原市、

阿久比町、東浦町、幸田町、設楽町、東栄町、豊根村
名張市、伊賀市、いなべ市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町

長浜市、野洲市、湖南市、東近江市
城陽市、大山崎町、久御山町

姫路市、加古川市、三木市
天理市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、葛城市、宇陀市、王寺町、山添村、平群町、三郷町、斑鳩町、

安堵町、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、明日香村、上牧町、広陵町、河合町
岡山市

三原市、東広島市、廿日市市、海田町、坂町
周南市

徳島市
高松市

北九州市、飯塚市、筑紫野市
長崎市

宮城県

兵庫県

名取市

赤穂市

その他
（０％）

宮城県
千葉県

多賀城市
鎌ケ谷市

茨城県
群馬県

埼玉県
千葉県

神奈川県
静岡県

愛知県
滋賀県

福岡県

下妻市、常総市、かすみがうら市、つくばみらい市、大洗町
玉村町

川島町
富里市

山北町
島田市

蒲郡市、岩倉市、大口町、扶桑町
高島市、日野町

那珂川市

現
行

の

障
害

児
の

地

域

区
分

全ての都道府県１級地から
７級地以外の地域

見直し後の障害児の地域区分

１級地

（２０％）

２級地

（１６％）

３級地

（１５％）

４級地

（１２％）

５級地

（１０％）

６級地

（６％）

７級地

（３％）

その他

（０％）
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